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≪ＦＰＤ製造装置≫ 



(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動により獲得したキャッシュ・フローの状況につきましては、前中間連結会計期間に比べ160

億９千５百万円増加の205億５千４百万円の調達となりました。主な内訳は、税金等調整前中間純利益





３ 【対処すべき課題】 

当グループは、最先端技術の提供と販売した装置に対する徹底した技術サポートを行うことによって、

顧客からマーケットの一員として深い信頼と高い評価を得るとともに、半導体関連業界のマーケットリー

ダーの一員として、業界の世界的成長に携わってまいりました。従来、半導体・FPD(フラット・パネル・

ディスプレイ)製品の用途は、PC(パソコン)・携帯電話中心でしたが、近年の情報化社会の飛躍的進展に



５ 【研究開発活動】 

当グループの研究開発活動は、主として産業用電子機器事業に係わるものであり、半導体製造装置及び

ＦＰＤ製造装置に関し、基礎技術開発、プロセス開発及び個別の装置開発を行っております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  







   
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割





 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２a対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員

等の地位にあることを要します。 

３ 上記２にかかわらず、対象者が平成19年８月１日以降に死亡した場合は、対象者の死亡の日より１年以内(た

だし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することができます。 

４ 上記２にかかわらず、対象者が平成19年８月１日以降に死亡以外の理由で当社、当社子会社又は当社関連会





８a







  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 金融商品取引法の「株券等の大量保有の状況に



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証月(その他,ﾉ�t�















前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

株主計{�

/阯]金の配当 

役 員 賞 与  

当 鞄 純 利 益  



④



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書(自 平成18年４月１日
至 平成18年９�.30��)

翼 l ` 固 ｬ 2 齊 杠$ # � � S a 4 8 6 ﾆ � ﾌ Z ﾃ . x 鱧









 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

②無形固定資産

定額法によっております。

なお、当社及び国内連結子会

社の自社利用ソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間(２～５年)に基づく

定額法を採用しております。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債�

















(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月



 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  

 ２ 自己株式に関する事項 

 



 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 １ 発行済株式に関する事項 

 
  

 ２ 自己株式に関する事項 

 
 (変動事由の概要)  

増加は単元未満株式の買取りによるものであり、減少はストック・オプション行使によるものであります。 





(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 

相当額
1,450 5 1,456

減価償却 

累計額 

相当額

928 1 930

中間期末 

残高 

相当額

522 3 526

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 

相当額
958 5 963

減価償却 

累計額 

相当額

249 3 252

中間期末 

残高 

相当額

708 2 711

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

工具器具
及び備品

(百万円)

合計
運搬具 
(百万円)



(有価証券関係) 

有価証券 

  





(ストック・オプション等関係) 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  １ 当中間連結会計期間における費用計上 P$ﾌ売髞



 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 













【所在地別セグメント情報】 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日aa至 平成19年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ その他の地域に属する主な国又は地域 

  米国、欧州、韓国 

３ 会計詩��
��,痛"ﾊ�く、弌ﾀｫ2ﾎ0�そ�

�a�a至 平成19年９,�30��) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ その他の地域に属する主な国又は地域 

  米国、欧州、韓国 

３ 会計詩��









(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

事業の種類別セグメント区分の変更 





  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号
金額(百万円)

構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 95,969 98,515 110,161

２ 一年以内償還 
  予定社債

5,500 30,000 5,500

３ 未払法人税等 16,243 28,283 35,733



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)"�ｴﾀ"D華
�廿

疾�ｪ 蔚亦ﾉv��廿

疾�ｪ 蔚亦ﾉv�
�廿















 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっており

ます。ただし、為替予約が付

されている外貨建金銭債権債

務等については、振当処理を

行っております。

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 デリバティブ取

引(先物為替予

約)

ヘッジ対象 外貨建金銭債権

債務及び外貨建

予定取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

原則、外貨建取引は、取引成

約時(予定取引を含む)に成約

高の範囲内で先物為替予約を

利用することにより、為替変

動リスクをヘッジしておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

キャッシュ・フロー変動の累

計額を比率分析しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

�



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)a 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会a平成17年

12月９日a企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会a平成17年12月９

日a企業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。a 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。a 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は301,508百万円であ

ります。a 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部は、改正後の

中間財務諸表等規則により作成して

おります。a

aaaaaaaaaa ───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等) � a

企勤w針第８№驪煌zにより作成しﾔ会計g

 これによる損益に与える影狂v`���r









(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 507百万円

受取配当金 4,134百万円

固定資産賃貸料 795�

古取配当金 4%121弐万円

固定資産賃貸料 797百万円至�

受取利息 71139百万円

古取配当金 4&1242�怏~

固定資産賃貸料 711555S万円
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(2) 【その他】 

平成19年11月13日開催の取締役会において中間配当実施について次のとおり決議しました。 









独立監査人の中間監



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成18年12月８日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京エレクトロン株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第44期事業年度の中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中



独立監査人の中間監査報告書
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